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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第19期

第２四半期連結
累計期間

第20期
第２四半期連結
累計期間

第19期
第２四半期連結
会計期間

第20期
第２四半期連結
会計期間

第19期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (千円) 1,639,7722,217,8261,064,0731,379,9604,397,085

経常利益又は経常損失(△) (千円) △36,270 125,650△8,469 107,867134,615

四半期(当期)純利益又は　四
半期純損失(△)

(千円) △21,180 44,023 △3,727 33,167 81,572

純資産額 (千円) ― ― 2,188,7582,294,3032,294,745

総資産額 (千円) ― ― 5,143,3635,293,7775,504,935

１株当たり純資産額 (円) ― ― 108,785.20114,031.00114,052.94

１株当たり四半期(当期)純利
益又は四半期純損失(△)

(円) △1,052.692,188.07△185.261,648.474,054.32

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利
益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 42.6 43.3 41.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △323,502△233,454 ― ― △125,503

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 17,410△27,961 ― ― △19,227

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 217,277△234,282 ― ― 363,471

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 558,092369,948865,647

従業員数 (名) ― ― 48 49 50

　(注)  １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 　　 　２  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第19期第２四半期連結累計(会計)期間は、１

          株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

            第20期第２四半期連結累計(会計)期間及び第19期は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

事業の系統図は、次のとおりであります。

　

３ 【関係会社の状況】

　

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

戸建分譲住宅事業 32

不動産仲介事業 11

全社（共通） 6

合計 49

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　全社(共通)は、管理課の従業員であります。　

　

　

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 38

(注) 　従業員は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 戸数 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

戸建分譲住宅事業

建売住宅事業 39 1,094,849 ―

請負住宅事業 20 266,631 ―

不動産仲介事業 ― ― ―

合計 59 1,361,480 ―

(注) １　当第２四半期連結会計期間中に完成した物件の販売価格を以って生産高としております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３　請負住宅事業における「戸数」に関して、少額のリフォーム工事等を含んでおりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

戸建分譲住宅事業

建売住宅事業 788,237 ― 317,261 ―

請負住宅事業 491,390 ― 428,408 ―

不動産仲介事業 ― ― ― ―

合計 1,279,627 ― 745,669 ―

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　建売住宅事業は契約を以って受注としております。

４　請負住宅事業における「戸数」に関して、少額のリフォーム工事等を含んでおりません。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 戸数 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

戸建分譲住宅事業

建売住宅事業 41 1,088,200 ―

請負住宅事業 20 266,631 ―

不動産仲介事業 ― 25,128 ―

合計 61 1,379,960 ―

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　請負住宅事業における「戸数」に関して、少額のリフォーム工事等を含んでおりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱フェニックス建設 287,876 27.1 213,768 15.5

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　　建築請負契約

契約会社名 相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

当社 ㈱フェニックス建設 取引基本契約 戸建住宅の建築請負
平成15年７月締結
期間１年間自動更新
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

（流動資産）

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は4,272百万円となり、前連結会計年度末に比べ

189百万円減少いたしました。これは、受取手形及び完成工事未収入金が39百万円、たな卸資産が232

百万円それぞれ増加いたしましたが、現金及び預金が486百万円減少したことなどによります。

　また、前第２四半期連結会計期間末に比べ160百万円増加いたしました。これは、現金及び預金が169

百万円、受取手形及び完成工事未収入金が82百万円それぞれ減少いたしましたが、たな卸資産が422

百万円増加したことなどによります。　　　　　　

　

　　　（固定資産）

当第２四半期連結会計期間末における固定資産は1,021百万円となり、前連結会計年度末に比べ21

百万円減少いたしました。これは、建物及び構築物が10百万円、投資有価証券が13百万円減少したこ

となどによります。　　　　　

　また、前第２四半期連結会計期間末に比べ９百万円減少いたしました。これは、建物及び構築物が21

百万円減少したことなどによります。　

　

　　　（流動負債）

当第２四半期連結会計期間末における流動負債は2,283百万円となり、前連結会計年度末に比べ

293百万円減少いたしました。これは、短期借入金が16百万円、１年内返済予定の長期借入金が175百

万円、１年内償還予定の社債が75百万円、未払法人税等が19百万円それぞれ減少したことなどにより

ます。

　また、前第２四半期連結会計期間末に比べ202百万円増加いたしました。これは、１年内償還予定の

社債が246百万円減少いたしましたが、支払手形及び工事未払金が35百万円、短期借入金が192百万

円、１年内返済予定の長期借入金が178百万円、未払法人税等が41百万円それぞれ増加したことなど

によります。　　　　

　

　　　（固定負債） 

当第２四半期連結会計期間末における固定負債は716百万円となり、前連結会計年度末に比べ83百

万円増加いたしました。これは、社債が82百万円減少いたしましたが、長期借入金が165百万円増加し

たことなどによります。

　また、前第２四半期連結会計期間末に比べ157百万円減少いたしました。これは、社債が58百万円増

加いたしましたが、長期借入金が216百万円減少したことなどによります。　　　

　

　　　（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は2,294百万円となり、前連結会計年度末に比べ

０百万円減少いたしました。これは、四半期純利益44百万円の計上、その他有価証券評価差額金の減

少額５百万円、配当金の支払額50百万円などによります。

　また、前第２四半期連結会計期間末に比べ105百万円増加いたしました。これは、利益剰余金が96百

万円増加、その他有価証券評価差額金の減少額９百万円などによります。
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（2）経営成績の分析

 （売上高）

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

売上高(千円) 構成比(％)

戸建分譲
住宅事業

建売住宅事業 1,088,200 78.9

請負住宅事業 266,631 19.3

不動産仲介事業 25,128 1.8

合計 1,379,960100.0

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善や各種政策支援効果からの個人消

費の持ち直しなどを背景に、企業収益の改善が続く中、依然として厳しい雇用情勢や長引く円高・株安、

今後の政策支援効果の減退などから先行き不透明な状態が続きました。

　当社グループが属する不動産業界におきましても、住宅エコポイントや住宅ローン減税、住宅取得資金

に係る贈与税の非課税枠の拡大などの政策支援の効果はあったものの、デフレや雇用情勢・所得環境の

悪化懸念などから、需要の本格的な回復には至りませんでした。

その結果、戸建分譲住宅事業の売上高は1,354百万円となり、不動産仲介事業の売上高は25百万円とな

りました。

　

 （売上総利益）

当第２四半期連結会計期間の売上総利益は239百万円（戸建分譲住宅事業が214百万円、不動産

仲介事業が25百万円）となり、前第２四半期連結会計期間と比較し132百万円（前年同期比

124.2％）の増益となりました。　 

　

 （営業利益）

当第２四半期連結会計期間の営業利益は116百万円となり、前第２四半期連結会計期間と比較し

117百万円（前年同四半期は営業損失０百万円）の増益となりました。

　

 （経常利益）

当第２四半期連結会計期間の経常利益は107百万円となり、前第２四半期連結会計期間と比較し

116百万円（前年同四半期は経常損失８百万円）の増益となりました。

　

 （四半期純利益）

当第２四半期連結会計期間の四半期純利益は33百万円となり、前第２四半期連結会計期間と比

較し36百万円（前年同四半期は四半期純損失３万円）の増益となりました。
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（3）キャッシュ・フローの分析

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少額26百

万円等により資金を獲得しましたが、たな卸資産の増加額155百万円、仕入債務の減少額56百万円等の

結果、83百万円の支出（前年同四半期は102百万円の収入）となりました。　　

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による

支出７百万円、投資有価証券の取得による支出５百万円等の結果、14百万円の支出（前年同四半期は11

百万円の支出）となりました。　

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入

313百万円により資金を獲得しましたが、長期借入金の返済による支出194百万円、社債の償還による支

出76百万円、短期借入金の純減額71百万円等の結果、31百万円の支出（前年同四半期は66百万円の支

出）となりました。　　

　

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は369百万円となり、前連

結会計年度末と比べ495百万円の減少となりました。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000

計 70,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,120 20,120
大阪証券取引所
（市場第二部）

（注）

計 20,120 20,120 ― ―

（注）権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。なお、単元株制度は採用しておりません。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。
　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。
　
(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 平成22年９月30日 ― 20,120 ― 578,800 ― 317,760
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社誠インベスト 大阪府堺市中区深井北町3169番地 6,430 31.95

株式会社誠リサーチ 大阪府堺市中区土師町５丁60-７-１ 1,600 7.95

小　島　俊　雄 大阪府大阪狭山市 1,200 5.96

小　島　一　誠 大阪府大阪狭山市 1,040 5.16

株式会社サクセスインベスト 大阪府堺市北区中長尾町４丁５-21 981 4.88

株式会社フェニックス建設 大阪府堺市中区土師町５丁60-７-１ 774 3.84

小　島　朝　子 大阪府大阪狭山市 480 2.38

小　島　真貴子 大阪府大阪狭山市 400 1.98

竹　俊美 大阪府和泉市 400 1.98

誠建設工業社員持株会 大阪府堺市中区福田46 391 1.94

計 ― 13,696 68.07

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式  20,120 20,120
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 20,120 ― ―

総株主の議決権 ― 20,120 ―

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 65,50064,50049,40048,00047,45046,450

最低(円) 45,00044,20045,10044,50043,00043,500

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 608,059

※2
 1,094,875

受取手形・完成工事未収入金 371,125 332,022

販売用不動産 ※2
 1,143,483

※2
 1,133,928

仕掛販売用不動産 ※2
 1,836,723

※2
 1,709,000

未成工事支出金 229,716 134,549

その他 88,725 62,065

貸倒引当金 △5,399 △4,308

流動資産合計 4,272,434 4,462,133

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 200,072

※1, ※2
 210,620

土地 ※2
 476,776

※2
 476,776

その他（純額） ※1
 8,049

※1
 6,377

有形固定資産合計 684,898 693,774

無形固定資産

のれん 11,349 11,740

電話加入権 127 127

無形固定資産合計 11,477 11,868

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 212,836

※2
 226,347

その他 116,504 115,297

貸倒引当金 △4,374 △4,485

投資その他の資産合計 324,966 337,159

固定資産合計 1,021,342 1,042,801

資産合計 5,293,777 5,504,935

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 352,376 359,423

短期借入金 ※2
 708,200

※2
 725,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 894,170

※2
 1,069,730

1年内償還予定の社債 205,200 280,200

未払法人税等 45,550 64,663

賞与引当金 6,031 6,546

完成工事補償引当金 2,264 2,127

その他 69,503 69,541

流動負債合計 2,283,295 2,577,232

固定負債

社債 340,200 422,800

長期借入金 ※2
 375,978

※2
 210,158

固定負債合計 716,178 632,958

負債合計 2,999,473 3,210,190
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 578,800 578,800

資本剰余金 317,760 317,760

利益剰余金 1,457,565 1,463,841

株主資本合計 2,354,125 2,360,401

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △59,821 △65,656

評価・換算差額等合計 △59,821 △65,656

純資産合計 2,294,303 2,294,745

負債純資産合計 5,293,777 5,504,935
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 1,639,772 2,217,826

売上原価 1,454,782 1,844,995

売上総利益 184,990 372,831

販売費及び一般管理費

役員報酬 24,396 24,790

給料及び手当 48,061 49,566

賞与引当金繰入額 3,787 2,944

法定福利費 10,859 11,057

販売手数料 7,399 17,647

広告宣伝費 23,665 28,013

租税公課 18,642 24,848

支払手数料 37,007 39,348

減価償却費 9,866 8,977

のれん償却額 391 391

その他 23,205 23,274

販売費及び一般管理費合計 207,281 230,861

営業利益又は営業損失（△） △22,290 141,969

営業外収益

受取利息 584 518

受取配当金 5,011 3,276

受取賃貸料 8,837 9,411

雑収入 2,258 1,448

営業外収益合計 16,691 14,654

営業外費用

支払利息 24,646 25,697

支払保証料 3,872 2,678

雑支出 2,151 2,596

営業外費用合計 30,671 30,973

経常利益又は経常損失（△） △36,270 125,650

特別損失

投資有価証券評価損 － 32,527

特別損失合計 － 32,527

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△36,270 93,122

法人税、住民税及び事業税 3,120 44,049

法人税等調整額 △18,210 5,049

法人税等合計 △15,090 49,098

少数株主損益調整前四半期純利益 － 44,023

少数株主利益 － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △21,180 44,023
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 1,064,073 1,379,960

売上原価 957,077 1,140,075

売上総利益 106,995 239,884

販売費及び一般管理費

役員報酬 12,198 12,395

給料及び手当 24,322 24,701

賞与引当金繰入額 1,021 173

法定福利費 5,330 4,855

販売手数料 4,255 11,863

広告宣伝費 12,185 14,765

租税公課 9,175 13,778

支払手数料 22,307 23,099

減価償却費 4,940 4,487

のれん償却額 195 195

その他 11,778 12,843

販売費及び一般管理費合計 107,710 123,159

営業利益又は営業損失（△） △714 116,725

営業外収益

受取利息 280 293

受取配当金 1,012 2

受取賃貸料 4,704 4,705

雑収入 1,672 1,006

営業外収益合計 7,670 6,009

営業外費用

支払利息 12,491 12,351

支払保証料 1,858 1,238

雑支出 1,075 1,277

営業外費用合計 15,425 14,867

経常利益又は経常損失（△） △8,469 107,867

特別損失

投資有価証券評価損 － 32,527

特別損失合計 － 32,527

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△8,469 75,339

法人税、住民税及び事業税 2,054 38,502

法人税等調整額 △6,797 3,669

法人税等合計 △4,742 42,172

少数株主損益調整前四半期純利益 － 33,167

少数株主利益 － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,727 33,167
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△36,270 93,122

減価償却費 12,347 11,919

のれん償却額 391 391

貸倒引当金の増減額（△は減少） 835 978

賞与引当金の増減額（△は減少） 50 △514

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △225 136

受取利息及び受取配当金 △5,595 △3,794

支払利息 24,646 25,697

売上債権の増減額（△は増加） 2,889 △39,103

たな卸資産の増減額（△は増加） △346,189 △232,445

仕入債務の増減額（△は減少） 76,378 △7,047

前渡金の増減額（△は増加） 16,423 △31,020

前受金の増減額（△は減少） 6,000 2,400

未成工事受入金の増減額（△は減少） 5,100 9,650

その他 △13,992 21,743

小計 △257,210 △147,884

利息及び配当金の受取額 5,595 3,794

利息の支払額 △26,578 △26,737

法人税等の支払額 △45,309 △62,626

営業活動によるキャッシュ・フロー △323,502 △233,454

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △78,538 △15,390

定期預金の払戻による収入 102,133 －

投資有価証券の取得による支出 △5,398 △11,520

有形固定資産の取得による支出 △653 △3,043

保険積立金の積立による支出 △336 △626

長期貸付金の回収による収入 263 286

差入保証金の差入による支出 △10 △10

その他 △50 2,343

投資活動によるキャッシュ・フロー 17,410 △27,961

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 73,628 △16,800

長期借入れによる収入 497,000 313,000

長期借入金の返済による支出 △186,222 △322,740

社債の償還による支出 △131,000 △157,600

配当金の支払額 △36,128 △50,142

財務活動によるキャッシュ・フロー 217,277 △234,282

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △88,813 △495,698

現金及び現金同等物の期首残高 646,906 865,647

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 558,092

※1
 369,948
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　会計処理の原則及び手続の変更

　「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。
　　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　
当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末 

(平成22年９月30日)
前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 192,714千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 　 180,794千円
　 　

※２　担保提供資産及び対応債務
　　　　担保に供している資産およびこれに対応する債
　　　務は、次のとおりです。 
　　(イ)担保に供している資産

　 　　現金及び預金 37,244　千円

　 　　販売用不動産 398,084　

　 　　仕掛販売用不動産 1,445,227　

　 　　建物及び構築物 170,839　

　 　　土地 408,661　

　 　　投資有価証券 95,693　

　 　　計 2,555,749　

※２　担保提供資産及び対応債務
　　　　担保に供している資産およびこれに対応する債
　　　務は、次のとおりです。
　　(イ)担保に供している資産

　 　　現金及び預金 37,236千円

　 　　販売用不動産 394,621　

　 　　仕掛販売用不動産 1,348,888　

　 　　建物及び構築物 180,235　

　 　　土地 408,661　

　 　　投資有価証券 107,307　

　 　　計 2,476,950　
　

　 　

　　(ロ)上記に対応する債務　

　 　 短期借入金 708,200千円

　 　 １年内返済予定の
847,610

　

　 　 長期借入金 　

　 　 長期借入金 253,878　

　 　 計 1,809,688　

　 　 　 　

　　(ロ)上記に対応する債務

　 　 短期借入金 674,800千円

　 　 １年内返済予定の
1,029,170

　

　 　 長期借入金 　

　 　 長期借入金 91,278　

　 　 計 1,795,248　
 

　３　受取手形裏書譲渡高
　 281,733 千円

　３　受取手形裏書譲渡高

　 　 328,966千円

EDINET提出書類

株式会社誠建設工業(E04049)

四半期報告書

20/29



　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　   (平成21年９月30日)　　

現金及び預金 777,222千円

預入期間が３か月超の定期預金 △219,130　
現金及び現金同等物 558,092　

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　(平成22年９月30日)

現金及び預金 608,059千円

預入期間が３か月超の定期預金 △238,111　
現金及び現金同等物 369,948　

　

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 20,120

　
２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 50,300 2,500平成22年３月31日 平成22年６月28日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至 平成21年９月30日)

全セグメントの売上高及び営業損失の合計額に占める「戸建分譲住宅事業」の割合がいずれも90％を

超えているため、記載を省略しております。

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

全セグメントの売上高及び営業損失の合計額に占める「戸建分譲住宅事業」の割合がいずれも90％を

超えているため、記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至 平成21年９月30日)

　　　在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　　  海外に対する売上高がないため、該当事項はありません。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　　　海外に対する売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。
　

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

　当社グループは、営業部門ごとに取り扱う商品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。

　したがって、当社グループは、営業部門を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されており、

建売住宅事業、請負住宅事業（総称して戸建分譲住宅事業）及び不動産仲介事業の３つを報告セグメント

としております。

　「建売住宅事業」は、主に堺市を中心として建売住宅の販売を行っております。

　「請負住宅事業」は、不動産業者からの「請負住宅」、一般顧客からの「注文住宅・リフォーム」を行っ

ております。

　「不動産仲介事業」は、主として親会社である当社の建築した建売住宅の販売仲介業務を行っておりま

す。
　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

戸建分譲住宅事業 　
不動産　　仲
介事業

合計建売住宅  
事業

請負住宅  
事業

小計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,628,678547,8312,176,50941,3162,217,826― 2,217,826

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 75,45275,45226,292101,745△101,745 ―

計 1,628,678623,2842,251,96267,6092,319,571△101,7452,217,826

セグメント利益 245,27884,451329,72967,609397,338△24,507372,831

（注）１．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

　

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

戸建分譲住宅事業 　
不動産　　仲
介事業

合計建売住宅  
事業

請負住宅  
事業

小計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,088,200266,6311,354,83125,1281,379,960― 1,379,960

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 53,04053,04016,29769,337△69,337 ―

計 1,088,200319,6711,407,87141,4261,449,298△69,3371,379,960

セグメント利益 166,21746,414212,63141,426254,057△14,173239,884

（注）１．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。
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３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められません。

EDINET提出書類

株式会社誠建設工業(E04049)

四半期報告書

24/29



　

(１株当たり情報)

１ １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 114,031.00円
　

　 　

　 114,052.94円
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,294,303 2,294,745

普通株式に係る純資産額(千円) 2,294,303 2,294,745

差額の主な内訳 ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 20,120 20,120

普通株式の自己株式数(株) ― ―

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

20,120 20,120

　

２  １株当たり四半期純利益等

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 △1,052.69円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　円
　

１株当たり四半期純利益 2,188.07円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　円

　

(注)　１.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第２四半期連結累計期間は、潜在株式が存在しな

　 いため記載しておりません。 

　　 また、前第２四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないた

   め記載しておりません。

２.　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△)(千円)

△21,180 44,023

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

△21,180 44,023

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 20,120 20,120
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第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 △185.26円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　円
　

１株当たり四半期純利益 1,648.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　円
　

(注)  １.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第２四半期連結会計期間は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

　また、前第２四半期連結会計期間については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失(△)(千円)

△3,727 33,167

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)(千
円)(千円)

△3,727 33,167

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 20,120 20,120

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成21年11月13日

株式会社誠建設工業

取締役会　御中

　

  新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　伊　藤　嘉　章　 　　　印

業務執行社員 　

　

　指定有限責任社員 　
公認会計士　　豊　原　弘　行　　 　　印

　業務執行社員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社誠建設工業の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社誠建設工業及び連結子会社の平成21

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
　

（注）１.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報

 　　告書提出会社が別途保管している。

 ２． 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成22年11月12日

株式会社誠建設工業

取締役会　御中

　

  新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　荒 井 憲 一 郎　 　　　印

業務執行社員 　

　

　指定有限責任社員 　
公認会計士　　豊　原　弘　行　　 　　印

　業務執行社員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社誠建設工業の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社誠建設工業及び連結子会社の平成22

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
　

（注）１.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報

 　　告書提出会社が別途保管している。

 ２． 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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